
地域を支える情報基盤「eコミウェア」の開発
-地域防災キットの開発に向けて-

防災システム研究センター

■「eコミウェア」とは…

■地域コミュニティ向け災害リスク情報活用システム「地域防災キット」の研究開発

１．敵を知り、自分を知る１．敵を知り、自分を知る

① 敵＝地域の被害を想定

② 自分＝地域の防災力を評価

eeコミウェアコミウェアを基盤に、地域社会が
協働し、地域自らが災害リスクを
マネジメントするための支援ツー
ルとして、「地域防災キット地域防災キット」の研
究開発を行っています。

②防災力評価システム②防災力評価システム

①被害想定システム①被害想定システム

ハザードマップや
人口統計等を活用
し、地域住民の目
線で、対策の基準
となる起こりうる被
害を想定

地域防災力の向上のためには、地域全体が協働して主体的に防災に取り組んでいく必要があります。これを情報通信
技術の面から支援するために、地域内外における様々な情報の連携および流通、発信、そしてコミュニケーションを促
進する情報基盤として、「 eeコミウェアコミウェア」の研究開発に取り組んでいます。

地域防災キットのイメージ地域防災キットのイメージ

①①

②②

③③

２．対応策を考える２．対応策を考える

④ 空間的なこと→マップで考える

③ 時間的なこと→シナリオで考える

３．対応策を実行する３．対応策を実行する

⑤ 防災計画を立案し、実行する

②防災力評価システム②防災力評価システム

地域内外の主体との連携関係を可視
化し、新たな協働関係の構築を支援

③災害リスクシナリオ③災害リスクシナリオ
作成システム作成システム

地域に起こりうる出来事を、専門知や
経験知を踏まえ、地域知を基に、時
系列的に課題や対応策を検討
子供も一緒に参加して考える「防災絵
日記」にも発展
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④防災マップ作成支援システム（④防災マップ作成支援システム（eeコミマップ）コミマップ）

専門機関の災害リスク情報を下
敷きに、地域の目線で集めた情
報を地図上で重ね合わせ、危険
箇所や防災資源、防災対策を空
間的見地から理解・検討
地図の２画面表示や携帯電話か

地域住民が地図地域住民が地図
上に情報を登録す上に情報を登録す
ることが可能ることが可能

⑤⑤ 地域防災計画地域防災計画
実行支援システム実行支援システム

マップとシナリ
オを基に、地域
としての行動計
画を作成し、そ
の実行を支援

②②

④④

⑤⑤

eeコミグループウェアコミグループウェア
地域活動を支援する情報収集・発信・
共有ツール群で、サイト全体の基盤

【プロジェクトＨＰ】 http://bosai-drip.jp/

地図の２画面表示や携帯電話か
らの投稿・閲覧にも対応
大判印刷はもちろん、A4サイズ
で分割印刷も可能

自治体

大学・研究
機関等

分散
相互運用

環境

自分の地域の災害リ自分の地域の災害リ
スク情報を探して重スク情報を探して重
ねて表示することがねて表示することが
可能可能

■オープンソースソフトウェアとしての公開、開発者および利用者コミュニティの創出

検討している防災対策を検討している防災対策を
地図上に書き込むことが可能地図上に書き込むことが可能

特徴１：GNU GPLによるオープンソースで公開

特徴２：無料で利用可能．商用利用も可能

特徴３： eコミをベースに改変と再配布も可能

研究成果の社会への還元として、「eeコミウェアコミウェア」をオープンソースソフトウェアとして
無償公開しています。これをベースに、よりよいシステムに改良・改変を行うことが
可能です。

eeコミ公式サイトコミ公式サイト
http://bosai-drip.jp/ecom-plat/
ダウンロード公開中

ｅコミウェア」の発展と普及を図るべく、開発者
及び利用者のためのコミュニティの形成を促
し、ソフトウェアの高度化や利用の推進のため
の活動を行っています。

http://ecom-ware.jp/

国

分割印刷機能
を活用し、参
加型で地図を
貼り合わせ、
地域環境の理
解を促進する
「防災ジグソー
マップ」

地域防災力向上の
ためには、地域が
自ら情報を活用で
きる環境が必要で
あり、発信側は情
報を相互運用でき
る形で発信すること
が必要


